

資料４









[bookmark: _Hlk99439405]京田辺市大住ふれあいセンター
管理運営業務等
様式集
[bookmark: _Hlk99439419]









令和８年４月
京田辺市







[bookmark: _Toc210902234]提出書類一覧
	様式
番号
	提出書類名
	確認欄

	様式１
	現地説明会参加申込書
	

	様式２
	募集要項等に関する質問書
	

	様式3
	応募表明書
	

	様式4
	法人（団体）の概要　
	

	様式5
	共同事業体協定書兼委任状（共同事業体の場合のみ）
	

	様式6
	添付書類確認書
	

	様式7
	辞退届
	

	様式8
	提案書類提出届
	

	様式9
	要求水準に関する誓約書
	

	様式10－1
	事業計画書
	運営方針
	

	様式10－2
	
	地域貢献
	

	様式10－3
	
	利用者満足度の向上
	

	様式10－4
	
	市及び関係団体との連携・協力
	

	様式10－5
	
	安全対策の構築
	

	様式10－6
	
	運営体制
	

	様式10－7
	
	維持管理体制
	

	様式10－8
	
	管理運営実績等
	

	様式10－9
	
	応募事業者の財務状況
	

	様式10－10
	
	誰もが利用できる機能業務
	

	様式10－11
	
	高齢者支援機能業務
	

	様式10－12
	
	こども・子育て支援機能業務
	

	様式10－13
	
	自主事業
	

	様式11－A
	収支予算書
	収支予算書
	

	様式11－B
	
	収支内訳書
	


１．記載要領
[bookmark: _Toc210902235]（１）共通事項
　① 総則
・提出書類は、指定管理者の選定以外の目的では使用しない。だたし、公文書公開請求があった場合は、京田辺市情報公開条例に基づき取り扱うこととする。
[bookmark: _Hlk218693630]・提出書類の作成及び提出に必要な諸費用は、応募者の負担とする。
・提出後の提出書類の変更は原則認めない。
・提出後の提出書類は返却しない。
・提出書類に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は応募者が負う。

② 記載内容
・造語、略語は、専門用語、一般用語を用いて定義を記述すること。
・提案書類に用いる言語は日本語、単位は計量法（平成4年法律第51号）に定めるもの、通貨単位は日本円、時刻は日本標準時とすること。

③ 書式等
・提出書類は、特に指定のない限り、A4縦型横書き両面又はA3横型横書き両面とすること。
・図面等を除き、提出書類で使用する文字の大きさは、10.5 ポイント以上とし、上下左右に一定程度の余白を設定すること。
・ページ数に制限がある場合は、それを遵守すること。
・各様式における記載内容が複数ページにわたるときは、右肩に番号を振ること。例）1/3
・明確かつ具体的に記述すること。分かりやすさ、見やすさに配慮し、必要に応じて図、表、写真、スケッチ等を適宜利用すること。



２．提出書類
（１）事前提出書類
[bookmark: _Hlk219799460]　・メールにて提出すること。
　・様式2はWordデータで提出すること。
	様式
番号
	提出書類名
	枚数制限
	提出
部数
	提出期限

	様式1
	現地説明会参加申込書
	１
	－
	令和8年4月3日（金）～9日（木）

	様式2
	募集要項等に関する質問書
	なし
	－
	令和8年4月3日（金）～16日（木）




（２）申請書類
・様式3から様式6及び添付書類を、様式番号順に一括してファイル（A４縦型・2穴）に綴じ、２部を持参又は郵送で提出すること。
・ファイルの表紙及び背表紙には、「京田辺市大住ふれあいセンター管理運営業務等　申請書類」と表記すること。
	様式
番号
	提出書類名
	枚数制限
	提出
部数
	提出期限

	様式3
	応募表明書
	１
	２
	令和8年4月3日（金）～28日（火）

	様式4
	法人（団体）の概要　
	なし
	
	

	様式5
	共同事業体協定書兼委任状
（共同事業体の場合のみ）
	なし
	
	

	様式6
	添付書類確認書
	なし
	
	




（３）辞退届
・メールにて提出すること。
	様式
番号
	提出書類名
	枚数制限
	提出
部数
	提出期限

	様式７
	辞退届
	１
	－
	令和8年5月11日（月）～18日（月）





（４）提案書類
・様式8及び様式9は、２部を持参又は郵送で提出すること。
・様式10及び様式11は、様式番号順に一括してファイル（A４縦型・2穴）に綴じ（書式サイズA3の様式はA4折込）、正本1部、副本9部の合計10部を持参又は郵送で提出すること。
・ファイルの表紙及び背表紙には、「京田辺市大住ふれあいセンター管理運営業務等　提案書類」と表記すること。
・正本の表紙のみに応募事業者名を記載すること。審査は、審査番号にて行うため、様式の所定の欄に審査番号を記入すること。また、副本の表紙には審査番号を記入すること。審査番号は、市より応募資格審査の通過者に通知する。
・提出された提案書類は、指定管理者選定以外の目的では使用しない。ただし、公文書公開請求があった場合は、京田辺市情報公開条例に基づき取り扱うこととする。非開示を希望する場合は、市に申し出ること。
	様式
番号
	提出書類名
	枚数制限
	提出
部数
	提出期限

	様式8
	提案書類提出届
	１
	2
	令和8年
5月11日（月）
　　　　～29日（金）

	様式9
	要求水準に関する誓約書
	１
	
	

	様式10
	事業計画書
	１
	運営方針
	４
	正本1
副本9
	

	
	
	２
	地域貢献
	２
	
	

	
	
	３
	利用者満足度の向上
	２
	
	

	
	
	４
	市及び関係団体との連携・協力
	２
	
	

	
	
	５
	安全対策の構築
	２
	
	

	
	
	６
	運営体制
	４
	
	

	
	
	７
	維持管理体制
	２
	
	

	
	
	８
	管理運営実績等
	２
	
	

	
	
	９
	応募事業者の財務状況
	なし
	
	

	
	
	10
	誰もが利用できる機能業務
	２
	
	

	
	
	11
	高齢者支援機能業務
	２
	
	

	
	
	12
	こども・子育て支援機能業務
	２
	
	

	
	
	13
	自主事業
	２
	
	

	様式11
	収支予算書
	A
	収支予算書
	１
	
	

	
	
	B
	収支内訳書
	１
	
	



（様式１）

現地説明会参加申込書

令和　　年　　月　　日
（あて先）　京田辺市長　上村　崇

法人（団体）名
所在地
担当者氏名


京田辺市大住ふれあいセンターの現地説明会への参加を、次のとおり申し込みます。

	[bookmark: _Hlk216694780]法人(団体)名
	

	所　在　地
	

	連　絡　先
（担　当　者）
	所属部署・役職
	

	
	氏　名
	

	
	電話番号
	

	
	E－mail
	

	参加者①
	所属部署･役職
	


	
	氏名
	

	参加者②
	所属部署･役職
	

	
	氏名
	

	参加者③
	所属部署･役職
	

	
	氏名
	


※参加申込書は、参加する法人（団体）ごとに作成し、参加者は1企業につき3名までとしてください。


（様式２）

募集要項等に関する質問書

令和　　年　　月　　日
（あて先）　京田辺市長　上村　崇

法人（団体）名
所在地
担当者氏名
所属部署・役職
電話番号
E-mail


京田辺市大住ふれあいセンター管理運営業務等募集要項等について、次のとおり質問します。

	No.
	資料名称
	頁
	質問内容

	
	
	
	

	例
	募集要項
	3
	（簡潔に記載すること）

	1
	
	
	




	2
	
	
	




	3
	
	
	





※質問は1問ずつ記載してください。
※行が不足する場合は適宜追加してください。


（様式３）

[bookmark: _Hlk217387368]応募表明書

令和　　　年　　　月　　　日
（あて先）　京田辺市長　上村　崇

法人（団体）名
（共同事業体名）
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印


京田辺市大住ふれあいセンターの管理運営業務等を実施する事業者の公募に応募することを表明し、下記の書類を添えて申請します。
なお、応募資格等の要件を満たしていること及び提出書類の記載内容及び添付書類は事実と相違ないことを誓約します。

記

（添付書類）
１　法人（団体）の概要（様式４）
２　共同事業体協定書兼委任状（様式５）　※共同事業体で申請する場合
３　添付書類確認書（様式６）


（様式４）

法人（団体）の概要

　（令和　　年　　月　　日現在）
	法人（団体）名
	

	所在地
	〒

	代表者
	

	設立年月日
	

	従業者数
	

	沿革
	

	業務内容
	

	会社ホームページURL
	

	連絡担当者
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
所属部署・役職
電話
E-mail


※共同事業体で申請する場合は、全構成法人（団体）ごとに作成してください。
※法人（団体）のパンフレット等を添付してください。


（様式５）
共同事業体協定書兼委任状

令和　　年　　月　　日
　　　　（あて先）　京田辺市長　上村　崇

共同事業体名
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印


京田辺市大住ふれあいセンターの管理運営業務等を実施する事業者の公募に参加するため、共同事業体を結成し、一切の権限を代表者に委任して申請します。
　なお、指定管理者に指定された場合は、各構成法人（団体）は指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。

	共同事業体の名称
	

	事務所所在地
	

	共同事業体の代表法人（団体）
	所在地
名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	共同事業体の構成法人（団体）
	所在地
名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	所在地
名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


※　構成事業体を構成する団体の数が３者を上回る場合は、この様式に準じて作成してください。


（様式６）

添付書類確認書
　　令和　　　年　　　月　　　日



法人（団体）名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	添付書類
	確認欄

	１
	定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類
	

	２
	登記事項証明書及び印鑑証明書（３か月以内に発行されたもの）
	

	３
	納税証明書（国税及び地方税に未納がないことを照明する書類）
	

	４
	直近３年間の決算書類（事業報告書、収支（損益）計算書、貸借対照表等）
	



※共同事業体で申請する場合は、全構成法人（団体）ごとに作成してください。
※必要書類が揃っていることを確認した上で、確認欄に〇をつけてください。




（様式７）

辞退届

令和　　　年　　　月　　　日

　（あて先）　京田辺市長　上村　崇

法人（団体）名
（共同事業体名）
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印




　令和　　年　　月　　日付けの京田辺市大住ふれあいセンターの管理運営業務等を実施する事業者の公募について、次の理由により辞退します。

記

辞退の理由



（様式８）

提案書類提出届

令和　　　年　　　月　　　日

（あて先）　京田辺市長　上村　崇


法人（団体）名
（共同事業体名）
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印


京田辺市大住ふれあいセンターの管理運営業務等について、募集要項等に基づき、提案書類一式を提出します。
なお、提出書類の記載内容及び添付書類は事実と相違ないことを誓約します。



（様式９）

要求水準に関する誓約書

令和　　　年　　　月　　　日

（あて先）　京田辺市長　上村　崇


法人（団体）名
（共同事業体名）
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印


京田辺市大住ふれあいセンターの管理運営業務等について、提出の提案書類一式の記載内容は、募集要項等に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。


（様式１０－１）
事業計画

	＜１．運営理念に関する事項＞　
	審査番号
	

	① 運営方針　（A４ ・ ４枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・本施設に求められる役割を十分に発揮できる運営方針(コンセプト)が設定されているか。
・全ての利用者が平等に本施設を利用するための配慮がなされ、利用者視点を持った提案がなされているか。
・各機能の運営方針が具体的に示されているか。
	[bookmark: _Hlk219294237]1
	地域子育て支援センター
	8
	交流ホール

	2
	屋内こども広場
	9
	防音室

	3
	自習スペース
	10
	中庭

	4
	読書スペース
	11
	園芸・畑スペース

	5
	カフェスペース
	12
	屋外運動スペース

	6
	くつろぎ・憩いスペース
	13
	グラウンドゴルフ場

	7
	健康づくりスペース
	14
	その他






（様式１０－２）
事業計画

	＜１．運営理念に関する事項＞　
	審査番号
	

	② 地域貢献　（A４ ・ ２枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・地域住民や地域イベントへの協力など、地域社会に貢献する取組や姿勢がみられるか。また、周辺施設との連携など地域活性化に繋がる提案がなされているか。
・市内人材の雇用、市内事業者等の活用などに努める提案となっているか。




（様式１０－３）
事業計画

	＜２．施設全般の管理運営に関する事項＞
	審査番号
	

	① 利用者満足度の向上　（A４ ・ ２枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・市民や利用者のニーズを本施設の管理運営に生かすため、広く意見や要望を把握する手法がとられているか。
・利用率の向上、利用促進のための具体的な提案がなされているか。



（様式１０－４）
事業計画

	＜２．施設全般の管理運営に関する事項＞
	審査番号
	

	② 市及び関係団体との連携・協力　（A４ ・ ２枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・市の政策や事業に対する協力、地域で活動を行う団体等との連携を考慮した提案がなされているか。
・市民活動団体（サークル）等が主体的に運営に携われるようなコーディネーターとしての役割を担うような提案になっているか。



（様式１０－５）
[bookmark: _Hlk216871782]事業計画

	＜２．施設全般の管理運営に関する事項＞
	審査番号
	

	③ 安全対策の構築　（A４ ・ ２枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・複数の機能を有する本施設の特性をふまえ、事故等の未然防止のための対策がとられているか。また、事故発生時や災害発生時などの緊急時における対応方針が示されているか。



（様式１０－６）
事業計画

	[bookmark: _Hlk220327817]＜３．安定した管理能力に関する事項＞
	審査番号
	

	① 運営体制　（A４ ・ ４枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・市の提示する管理水準を確保するため、適正な人員の配置が行われているか。また、安定的な人材確保の具体的な見通しがあるか。
・本施設の特性をふまえ、気軽に相談でき、利用者からの相談等に適切に対応できるような体制がとられているか。
・個人情報の保護や法令の徹底のための有効な対策がとられているか。
・各機能の運営体制が具体的に示されているか。
	1
	地域子育て支援センター
	8
	交流ホール

	2
	屋内こども広場
	9
	防音室

	3
	自習スペース
	10
	中庭

	4
	読書スペース
	11
	園芸・畑スペース

	5
	カフェスペース
	12
	屋外運動スペース

	6
	くつろぎ・憩いスペース
	13
	グラウンドゴルフ場

	7
	健康づくりスペース
	14
	その他





（様式１０－７）
事業計画

	＜３．安定した管理能力に関する事項＞
	審査番号
	

	② 維持管理体制　（A４ ・ ２枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・清掃、点検、保守管理等について適切な施設の維持管理体制がとられているか。



（様式１０－８）
事業計画

	＜３．安定した管理能力に関する事項＞
	審査番号
	

	③ 管理運営実績等　（A４ ・ ２枚以内）

	１．運営業務実績
（１）過去10年間における公共機関が発注・完了した同種業務又は施設の運営実績
	№
	施設名
	運営期間

	
	
	年　　月～　　　年　　月

	
	
	年　　月～　　　年　　月

	
	
	年　　月～　　　年　　月

	
	
	年　　月～　　　年　　月

	
	
	年　　月～　　　年　　月


※運営実績を一覧表形式で記載すること。
※行が不足する場合は、適宜追加すること。（枚数を増やすことも可）

（２）運営施設の特徴等
	施設名(№)
	

	所在地
	

	発注者
	

	契約金額
	

	施設概要／
業務内容
	



	業務内容の特徴や本業務に反映・活用できるノウハウ

	・

・

・


※（１）で記載した実績のうち、特に本業務との関連性や類似性が高いと考えられる施設に関して記載すること。（最大３件）
※記入枠の大きさは、適宜調整すること。
※記入枠は、本様式に準じて追加すること。
※正本のみに、上記の実績を確認できる書類（施設パンフレット仕様書、協定書等の写し）を本様式に添付すること。


（様式１０－９）
事業計画

	＜３．安定した管理能力に関する事項＞
	審査番号
	

	④ 応募事業者の財務状況　（A４ ・ 適宜）

	○申請書類（様式６）で提出した直近３年間の貸借対照表の数値を用いて、下記の財務比率を算出すること（審査では「３年間決算平均」の比率で評価を行う）。

構成団体-１

（１）自己資本比率
	
	３年間
決算平均
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	自己資本(Ａ)
	千円
	千円
	千円
	千円

	総資本(Ｂ)
	千円
	千円
	千円
	千円

	自己資本比率
(Ａ/Ｂ)
	％
	％
	％
	％



（２）流動比率
	
	３年間
決算平均
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	流動資産(Ａ)
	千円
	千円
	千円
	千円

	流動負債(Ｂ)
	千円
	千円
	千円
	千円

	流動比率(Ａ/Ｂ)
	％
	％
	％
	％



（３）固定比率
	
	３年間
決算平均
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	固定資産(Ａ)
	千円
	千円
	千円
	千円

	自己資本(Ｂ)
	千円
	千円
	千円
	千円

	固定比率(Ａ/Ｂ)
	％
	％
	％
	％



※共同事業体での応募の場合は、構成団体ごとに提出すること。このとき、構成団体-１、構成団体-２、構成団体-３のように枝番号をふること。


（様式１０－１０）
事業計画

	＜４．施設の各機能に関する事項＞
	審査番号
	

	①誰もが利用できる機能業務　（A４ ・ ２枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・本施設の特性をふまえ、誰もが気軽に利用でき、交流し、様々な目的を持った利用者の居場所やくつろぎの場となるような提案となっているか。



（様式１０－１１）
事業計画

	＜４．施設の各機能に関する事項＞
	審査番号
	

	② 高齢者支援機能業務　（A４ ・ ２枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・高齢者が本施設を利用することによって社会参加ができるような提案となっているか。また、様々な活動や居場所づくりを進めることにより、地域のつながりの場として充実を図ることができているか。



（様式１０－１２）
事業計画

	＜４．施設の各機能に関する事項＞
	審査番号
	

	③こども・子育て支援機能業務　（A４ ・ ２枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・（地域子育て支援センター業務）子育て親子の交流の場を提供し、気軽に立ち寄り相談できる場とするとともに、市民のニーズに沿った内容となっているか。
・（地域子育て相談機関業務）相談者を関係機関に適切につなぐ体制や子育てに関する情報提供や相談を積極的に行う提案がなされているか。
・（児童館機能業務）遊びによりこどもが成長する機会や小・中学生、高校生年代のこどもが集える場が設けられているか。


（様式１０－１３）
事業計画

	＜４．施設の各機能に関する事項＞
	審査番号
	

	④　自主事業　（A４ ・ ２枚以内）

	〇下記の事項を含め、提案内容を具体的に記載すること（提案の目的や想定される効果についても可能な限り記載すること）

【審査の視点】
・自主事業に関して、利用者の増加やサービス向上、新たな収入の確保など、本施設の機能を高めるための提案がなされているか。



（様式１１－Ａ）審査番号

収支予算書

（1） 収入　※指定管理料を除いた金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円・税込み）
	項目
	令和９年度
	令和１０年度
	令和１１年度
	令和１２年度
	令和１３年度
	合計
	備考

	①施設運営収入
	
	
	
	
	
	
	

	明細
	利用料収入
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	②自主事業収入
	
	
	
	
	
	
	

	明細
	講座等事業
	
	
	
	
	
	
	

	
	物販事業
（自動販売機等）
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	合計（①+②）
	
	
	
	
	
	
	



（２）支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円・税込み）
	項目
	令和９年度
	令和１０年度
	令和１１年度
	令和１２年度
	令和１３年度
	合計
	備考

	①維持管理運営費用
	
	
	
	
	
	
	

	明細
	人件費
	
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	
	
	

	
	修繕料
	
	
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	
	

	
	保険料
	
	
	
	
	
	
	

	
	委託料
	
	
	
	
	
	
	

	
	使用料及び賃借料
	
	
	
	
	
	
	

	
	備品購入費
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	②自主事業に係る経費
	
	
	
	
	
	
	

	明細
	講座等事業
	
	
	
	
	
	
	

	
	物販事業
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	③その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	公租公課　他
	
	
	
	
	
	
	

	合計（①+②+③）
	
	
	
	
	
	
	



（３）指定管理料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円・税込み）
	項目
	令和９年度
	令和１０年度
	令和１１年度
	令和１２年度
	令和１３年度
	合計
	備考

	指定管理料＝
（支出(2)-収入(1)）
	
	
	
	
	
	
	



（様式１１－Ｂ）審査番号

収支内訳書
（令和　　年度）

（１）収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円・税込み）
	項目
	具体的な内容等
	金額

	施設運営収入
	

	
	利用料金収入
	
	

	
	その他
	
	

	自主事業収入
	

	
	講座等の収入
	
	

	
	物販事業
	
	

	
	その他
	
	



（２）支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円・税込み）
	項目
	具体的な内容等
	金額

	維持管理運営費用
	

	
	人件費
	
	

	
	消耗品費
	
	

	
	印刷製本費
	
	

	
	修繕料
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	保険料
	
	

	
	委託料
	
	

	
	使用料及び賃借料
	
	

	
	備品購入費
	
	

	
	その他
	
	

	自主事業に係る経費
	

	
	講座等事業
	
	

	
	物販事業
	
	

	
	その他
	
	

	その他
	

	
	公租公課　他
	
	


· 必要に応じて区分を加えて作成してください。
· 人件費は報酬、賃金、手当、社会保険料、福利厚生費等
（記入例）　常勤職員報酬  職員A　○○千円
　　　　　　　非常勤職員給与　職種　人数×年額＝○○千円



